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Seaside houses in Kamoenai Village were seriously damaged by Typhoon No. 18 in 2004. The damage patterns

were classified according to wave overtopping rate and the distance from the seawall alignment. The wave

overtopping rate and wave forces on the houses were reproduced by two dimensional model tests, and the critical

condition of seaside houses behind the seawall was shown as the function of offshore wave height and the distance

from seawall. Based on the results, the evacuation condition was recommended for the coastal residents in Kamoenai

Village. It was also confirmed that the safety of seaside houses can be improved by wave absorbing revetments in

front of seawalls.
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1.は じめに

2004年9月8日,北 海道西岸を北上した台風0418号は,

広範囲を暴風圏に巻きこみ,日 本海沿岸各地に高潮 ・高

波 ・暴風による大被害をもたらした.北 海道日本海側神

恵内村の海岸に隣接している家屋では,高 波によって発

生した越波による被災を受け,窓 ガラスやシャッター等

の破損だけでなく,写 真-1のように住宅の半壊に至った

ケースも数多く見られた.こ の家屋がある集落は,護 岸

背後の10数メー トル幅の道路を挟んで直後に位置してい

る.さ らに,家 屋背後には崖が迫っており,今 回のよう

な災害時の避難経路は護岸背後の道路を除いて他に無 く,

高波浪による災害が懸念 される状況では早い段階から効

果的に避難を始める必要がある.

港湾の施設の技術上の基準 ・同解説1)では,背 後地利

用状況からみた許容越波流量として,護 岸の直背後に家
写真-1 越波による家屋被害状況
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屋がある場合に安全を保つための基準値が示されている.

また,こ の基準で引用されている福田 ・宇野ら2)による

研究では,ビ デオ画像を用いて複数の技術者による越波

状況の観察を行い,護 岸直後(5m程 度)と 若干後退し

た位置(10m程 度)に 家屋がある場合の安全性を検討し

ているが,家 屋が受ける波力自体を計測 しているわけで

はない.し たがって,対 象とする地区の家屋毎に詳細な

検討をする必要がある.

本研究では,こ の台風による海岸家屋の越波被害に関

する現地調査結果を整理し,各 家屋の被害に与える家屋

位置での越波流量,お よび家屋の護岸からの後退距離の

影響を調べる.次 に現地条件を考慮した水理模型実験を

行い,越 波水が陸上でどのような挙動を示して家屋被害

に結びつくのかを把握し,越 波水と家屋被害の関係を見

出す.

2.海 岸 家屋の越 波被 害

(1) 越波被害時の海象 ・気象状況

2004年8月28日 に発 生 した台風0418号 は,勢 力を維持

したまま2004年9月8日 に北海道西岸 を北東に進んだ.こ

の台風によ り神恵内村周辺海域 では,13～14時 に平均風

速が30m/sを 超 えるSWの 風(海 岸に直角方向)が 観測 さ

れ,13時 に沖波波高の極大値7.58m,周 期11.8sの波(第

三世代波浪推算モデルで あるWAMに よる沖波の推算

値)が 発生 した.ま た,潮 位 は台風による気圧の低下に

伴 う海面の吸い上げ効果 と,海 岸線に対 して直角方向で

ある南西の強風による吹き寄せ効果によ り記録的な潮位

偏差があったもの と考えられ る.実 際,日 本海側に位置

す る小樽 ・函館 ・稚 内の各 港で は最大潮位 偏差60～

80cmを 記録 していた.

(2) 赤石地区での家屋被害状況

神恵内村は図-1に 示すよ うに積丹半島西岸 に位置 し,

北か ら大森,赤 石,神 恵内の各地区に集落が形成 されて

いる.写 真-2(a)に 示す ように,対 象地区は急峻な崖が

海岸 まで迫る岩礁地帯で,平 地は殆 どなく沖側 は1:20程

度の海底勾配 となっている.海 岸線沿いには道路がある

が,写 真-2(b)の よ うに道路を挟 み護岸 か ら10～20m程

度離れた位置に家屋が立 ち並び,海 側には遮 るものが無

い.こ のため,当 該台風によって発生 した越波が家屋ま

で達 して,神 恵内村各地区に被害をもた らした.

しか し同じ集落の家屋のなかでも,被 災 した家屋 と被

災 していない家屋に分かれていた.こ の要因を探 るため,

次に述べ るように,越 波 と家屋位置の2点 に着 目して検

討 した.こ こでは最 も家屋被害が大きかった赤石地区に

ついて,被 災時の極大波における越波流量を算定 し,家

屋被害 との関係 を整理 した.な お,本 地区の海底勾配は

1:20であ ることか ら,合 田に よる海底勾配1:10お よび

1:30に対する越波流量推定図より求めた値の中間値を本

図-1 神恵内村の位置

写真-2 赤石地区の立地条件

地区の越波流量とした.今 回,家 屋被害の基準は 「家屋

半壊」としている.こ れは,越 波による被害のうち,避

難 しないで屋内に残ることによって生じる人命に関わる

危険度の基準として,限 界状態であると考えたためであ

る.な お,家 屋半壊とは,外 壁や窓ガラスが複数破壊さ

れ,建 物内にも被害が発生している状態としている.

図-2は家屋の護岸前面からの後退距離Bと 各家屋の位

置での推定越波流量qの条件を用い,被 災の有無別に分

けて描いたものである.各 家屋の構造形式や築年数が異
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図-2 家屋被害発生時の越波流量 図-3 家屋模型と波圧計設置位置

図-4 護岸の越波流量

なるため厳密な評価は難しいが,こ の図から後退距離B

が大きくなると 「家屋半壊」被害は少なくなり,越 波流

量が大きくなると被害は多くなる傾向が認められる.つ

まり,家 屋被害の有無は,越 波流量と家屋の後退距離と

の相互関係によって説明できる可能性がある.

3.越 波被害のメカニズム

現地調査によって見出された越波や家屋位置の条件と

被害の関係を詳細に検討 し,同 時に調査結果を検証する

ため,対 象地区の護岸に対して波浪条件を様々に変化さ

せて水理模型実験を行い,家 屋被害に関する越波水の破

壊力を調べることにした.こ こでは,水 理模型実験の概

要を説明した後,対 象地区護岸の越波特性を示す.続 い

て,あ らかじめ越波流量を把握した波浪条件で計測した

家屋模型に働く越波水の波圧を整理し,許 容越波流量の

推定を試みる.

(1) 実験方法

水理模型実験は,長 さ22.0m,幅0.8m,深 さ2.0mのピ

ス トン型造波装置が設置された2次元造波水路において

実施した.模 型縮尺はS=1/30を想定し,対 象としている

神恵内村赤石地区における海岸付近の海底勾配を反映 さ

せ1:20の 海床地形を水路内に設けた.潮 位はH.H.W.L.時

のT.P.+1.2mと して,低 気圧接近時の海 面上昇を考慮 し

た.護 岸模型 は,図-3の ように水深h=4.0cm(以 下,括

弧内現地換算;1.2m),天 端高 さをhc=17cm(5.1m)と

し,1:0.5の 傾斜を持つタイプとした.ま た,現 地同様に

護岸前面に消波ブ ロックは設置 しない直立護岸 を基本 と

したが,今 後の対策工設置時の参考のため消波護岸 も用

意 した.

実験 に用いた波浪条件は,台 風襲来時の被災状況 を反

映 させたケースを含むT0=1.72s(9.4s)～2.92s(16.0s)

の周期3種 類,H0'=9.67cm(2.90m)～25.67cm(7.70m)

の波高7種 類 を組み合わせた21パ ターンの不規則波を用

意 し,こ れに対 して波浪条件を変化 させた時の越波流量

の変化を計測 した.続 いて,各 波浪条件に対 して護岸背

後に設置した家屋模型が受ける越波水の波圧を図-3に 示

すP1(地 上0.3m),P2(地 上2.1m),P3(地 上3.9m)

の位置 に取 り付けた小型圧力計(定 格10kPa)で 計測 し

た.こ の際,家 屋模型を護岸前面から次第に遠 ざけてゆ

き(図-3中 のBを 大きくしてゆき),各 家屋位置で越波

水から受ける波圧の変化を調べた.

(2) 越波特性

家屋模型が受ける越波水の波圧を測定す る前に,用 意
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図-5 直立護岸背後の家屋が越波から受ける波圧分布(T0=12.7s)

図-6 家屋後退距離 と越波水圧(T0=12.7s)

図-7 越波流量と越波水圧

した直立護岸および消波護岸 について各波浪条件に対す

る越波流量を調べた.図-4は それぞれ(a)直 立護岸,(b)

消波護岸の場合の換算沖波波高に対する越波流量の測定

結果であ り,3種 類の周期毎に示 している.対 象 とす る

海岸沖の海底勾配がi=1:20で あるため,合 田の越波流量

算定図の うちi=1:10に 対する推定値 とi=1:30に対する推

定値の平均値 と比較 した結果,オ ーダー レベルで概ね一

致することを確認 している.こ のことより,前 章の図-2

中に用いている推定越波流量は妥当な値であることを検

証できた.

図-4(a)か ら,一 番小 さい波高であるH0´=2.9mで も直

立護岸 では2×10-3m3/S/mの越波が発生 していることが分

か る.前 出の港湾の施設の技術上の基準 ・同解説では,

護岸直背後 に家屋がある場合の許容越波流量(90%安 全

度)と して1×10-6m3/s/mと してい る.当 該護岸は,こ の

基準を満た さないが,実 際には赤石地区の家屋は護岸か

ら一定距離離れていたため,被 災 しない家屋があった と

言える.図-4(b)と の比較によ り,い ずれの波浪条件 に

対 しても,消 波工による越波低減効果が確認できる.特

に,小 さい波高に対 して有効であると言 える.
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(3) 波圧特性

水理模型実験で得 られた家屋に働 く波圧を指標 とし,

家屋被災の有無を検討 した.こ こでは,実 験で計測 した

波圧の経時変化を波別解析 し,1/10最 大波圧P1/10を用い

ている,本 来,家 屋が被災するのは極大波によると考 え

られるが,最 大波圧Pmaxは変動が大きく系統的な議論が

難 しい と判断 した.こ のため,PmaxとP1/10の 間に十分な

相関を確認 した うえでP1/10を不規則波圧の代表値 として

用いた.

図-5は,直 立護岸の場合に各波圧計で計測 されたP1/10

であ る.周 期T0=12.7sで 換 算沖波波高H0'が(a)2.9m,

(b)4.5m,(c)6.1m,(d)7.7m,の 波浪条件 に対 して,家

屋後退距離B=3,9,15,21mで の代表的な結果を示 し

てい るが,ど の条件において も最下部のP1に おいて計

測 された波圧 が最 も大 きい.逆 にP2や,特 にP3に おい

ては,波 圧がほとん どゼ ロになるケースもある.こ れは,

衝突する越波水がP2やP3の 高 さまで達 していないこと

を意味 している.以 上により,家 屋被害に最 も影響す る

のは家屋の最下部に働 く波圧だと考えた.こ の先の検討

では,P1に おける波圧 を取 り扱 うこととす る.

図-6(a),(b)は それぞれ,直 立護岸 と消波護岸の場合

に,あ る波浪条件に対 して各家屋位置で最下部の波圧計

P1が 受 ける越波水 の波圧 の関係 を示 してい る.図 では,

周期T0=12.7sで 換算沖波波高H0'=2.9,4.5,6.1,7.7mの

代表的な波浪条件での結果を示 しているが,護 岸前面に

近いほ ど,そ して波高が大きいほど家屋は大きな越波水

による力を受 けることがわかる.こ れは,護 岸前面に近

いと越波水が大きな流速を保 ったまま衝突するためであ

り,波 高が大きい と越波流量自体が大きくなるためであ

る.ま た,消 波護岸 とすることで,同 一の波浪条件に対

して直立護岸の際に受ける越波水圧に比べて大きく減少

していることがわかる.消 波護岸では,同 じ波浪条件に

対す る越波流量が大幅に減少 し,陸 上を流れる越波水の

勢いを弱める効果があるためと考えられる.

このことから,他 の波浪条件のケースも加 えて図-4に

示 している波浪と越波流量の関係 を用い,越 波流量と越

波水圧の関係 として図-7に 再整理 した.こ の図では,家

屋後退距離B=3,9,15,21mで の代表的な結果 を示 し

ているが,家 屋位置毎に越波流量 と越波水圧の間に1対1

の関係を見いだすことができる.ま た,消 波護岸では同

じ越波流量であって も直立護岸の受ける越波水圧に比べ

て大きく減少 していることがわかる.こ れにより,何 ら

かの手法によって越波水の勢いを弱めることによって,

家屋が受ける越波水圧を減少 させ ることが可能であると

言える.

(4) 許容越波流量の推定

ここでは,例 えばq=1.00×10-2m3/s/mと なる時の家屋後

退距離B=14mに 対す るP1で のP1/10の値 を図-7(a)か ら読

み取 るとP1/10=0.008MPaと なる.家 屋後退距離Bご とに

P1/10=0.008MPaに 対応す る越波流量を読み取 ることに よ

り図-8中 の実線 に示すよ うな家屋後退距離 と家屋被災の

図-8 家屋半壊限界越波流量

図-9 家屋半壊限界波高

許容越波流量 との関係を得た.両 者の関係は図-2に 示 し

た現地調査か ら得られた傾 向と一致 し,さ らに現地調査

の範囲外の条件に対する許容越波流量の推定 も可能であ

る.消 波護岸について も同様に,図-8に 破線で示 した関

係が得 られ,許 容越波流量は家屋後退距離にもよるが概

ね1オ ーダー程度大きくても良い と言 える.

続いて図-8の よ うに推定 された,対 象地域の護岸 に対

す る家屋被害が発生する越波流量の限界値 を,図-4に 示

した波浪条件 と越波流量の関係 を用いて整理 し直 した も

のが,図-9で ある.こ の図か ら,各 波浪条件に対す る家

屋に生 じる越波被害の限界値が読み取れる.例 えば,直

立護岸 では,周 期T0=12.7sの 場合,B=10m付 近の家屋 は

H0'=3.5m程 度 で 被 災 す る可 能 性 が あ るの に対 し,

B=20mま で家屋が後退す ると,H0'=5m程 度までは被災

しないことが分かる.ま た,よ り周期の長いT0=16.0sの

波浪が襲来 して も被害は増大 しない一方,周 期の短い

T0=9.4sの 波浪の場合は10m以 上護岸 から離れた家屋位置

において,被 災限界波高は約1m大 きくても良い ことが

分かる.ま た,消 波護岸では家屋位置によって,被 災限

界波高を4～8m引 き上げていることか ら,対 策工として

有効である.
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4.お わ りに

台風0418号によって生じた神恵内村の海岸家屋の越波

被害に関して,現 地調査および水理模型実験によって家

屋の後退距離と波浪条件による家屋被害への影響を検討

した.こ の結果,対 象地区の海岸地形や護岸の状況下に

限られるものの,家 屋被災の発生限界状況を把握するこ

とができた.

実際に被災が懸念 される状況になった際に時期相応な

避難を開始する上で,本 研究で得られた知見を含め,今

後さらなる検討を加えて対象地区全体の特性を把握する

と有益な情報となるはずである.ま た,同 じ越波流量で

も,陸 上での越波水の勢いの違いが家屋被害の有無に重

要であることから,護 岸形式や家屋前面の遮蔽物などの

影響を検討する必要がある.
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